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人的資源管理研究におけるコミットメント研究の位置づけ

西　脇　暢　子

1．はじめに

　コミットメントは人的資源管理研究（HRM）
領域の中で戦略的人的資源管理（strategic human 

resource management：SHRM）と並んで中心的役
割を果たしてきた．しかし，これまでコミットメ
ントが HRM領域で具体的にどのような形で貢献
してきたのか，SHRMとはどのような違いがあ
り，両者はどう関係づけられるべきかについて，
十分検討されてきたとは言い難い．本研究は，コ
ミットメントに関するこれまでの研究成果とそこ
から導き出されるインプリケーションをふまえて
この課題を検討する．そして，今後コミットメン
トを HRMで活用する場合の課題や注意点を提示
する．

2．personnel management から HRM へ

2. 1　HRM の流れ
　組織従業員のマネジメントを目的とする人事管
理論は，学術領域における成果や実務上の変化な
どによってこれまで何度か転換点を迎えてきた．
1980 年代の大きな変化は“personnel manage-

ment”から“human resource management（HRM）”
への転換，そしてコミットメントをベースとした
HRM（便宜上「コミットメントモデル」とす
る）」と人事管理を企業戦略と関連づける「戦略
的人的資源管理（SHRM）」の台頭と発展である．
Guest（1987）によると，この変化の背景には，
それまで主流だった“personnel management”の
限界が見えてきたことに加えて，「エクセレント
カンパニー」に代表されるような企業の競争優位

獲得に対する関心の高まりと，ほぼ同時期に国際
的に影響力を強め始めた日本企業への驚異とその
独自の人材マネジメントへの注目という，実務の
現場における変化があるという．組織の競争優位
獲得を目的に研究されてきたのが SHRM，日本
的人材マネジメントとの関連から研究が進められ
てきたのがコミットメントモデルである．こうし
た違いがあるものの，SHRMもコミットメント
モデルも，①人を組織にとって重要な資源の一つ
と位置づけてその最大限の活用を意図している
点，②人的資源管理を組織論と戦略論と融合させ
た点で共通している．

2. 2　SHRM
　SHRMの登場は，日本企業の台頭に代表され
るような欧米企業をとりまく環境変化によって，
企業戦略の重要性とそれを牽引し実行する「人」
すなわち管理者および現場従業員に注目が集まっ
たことが関係している．WightとMcMahn（1992）
が SHRMを「組織をゴールに達成させるよう意
図された，計画された人的資源の配置と活動のパ
ターン」と定義しているように，その主な目的
は，組織の事前の計画にあわせて人材と活動をい
かに組み合わせ，配置していくか，特に組織の
HRM政策と具体的施策をいかにして従業員の
ニーズと企業の目指す方向性を合致したものにす
るかにおかれている 1）．計画とその実行を重視し
ている点では，personnel managementや管理過程
論を踏襲しているといってよいだろう．SHRM

の登場により，従業員は自ら考え，行動する人材
と考えられるようになり，優秀な人材の育成と活
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用こそが，企業の競争優位を高め，長期的な成功
と発展をもたらす源泉であると考えられるように
なった．この考えを体系化した研究として，
Barney（1995）や Pfeffer（1998）がある．
　1990 年代に入るといわゆる「ハイ・パフォー
マンスモデル」が追求され，どのような人事政策
が組織全体のパフォーマンスを上げる効果が高い
かが盛んに研究されるようになる．しかし，
SHRMの狙いである人事政策を通じた組織のパ
フォーマンス向上は，成功事例で示すことはでき
るものの，理論面でのサポートや実証研究による
サポートはほとんど得られていない．それでも政
策としての効果が期待できることもあり，SHRM

は実務面への応用や提言を通じて発展してきた．
こうした特徴が影響し，SHRMは理論というよ
り実践的色彩が強い．
　SHRMの実証研究に，例えば，Huselid（1995）
がある．この研究は，アメリカ企業（業種，規模
は限定せず）を対象に，選抜，ジョブデザイン，
苦情処理手続，など 13 項目の「ハイ・パフォー
マンス・ワーク・プラクティス」と離職，生産
性，企業の財務パフォーマンス（トービンの q）
の関係を分析し，これら企業の人事政策がパ
フォーマンスと競争戦略に与える効果は限定的で
あることを明らかにしている．Collinsと Clark

（2003），Lambooij, et. al. （2006），Lopez, et. al. 

（2005）なども人事政策とパフォーマンスの直接
的な因果関係を分析しているが，いずれも両者に
直接的関係はないか限定的関係に留まると結論づ
けている．
　人事政策とパフォーマンスの関係を単純な因果
分析モデルに当てはめるのではなく，両者の関係
が線形モデルで表されるかという点を含めて両変
数の関係を分析しているのが Chadwick（2007）
である．彼は，自己管理チーム（self-managed 

teams），ジョブ・ローテーション，クオリティ・
ミーティング，公式的訓練への支出などの組織の
政策と，組織のパフォーマンス 2）の関係を，デー
タ分析を通じて明らかにしようとした．その結

果，人事政策導入がパフォーマンスに与える効果
は個々の政策ごとに異なっており，政策を導入す
ればそれだけパフォーマンスが上がると仮定する
のは誤りであると述べている．
　このように，実証研究は組織の人事政策とパ
フォーマンスの関係に否定的であったり，個々の
政策別で関係性が異なることが明らかにしてきた
が，事例研究は両変数が関係していることを強調
している．例えば，Milesと Snow（1984）は，
組織の形態や構造の変化が HMRのあり方を変え
ることをふまえて，ヒューレット・パッカードや
テキサス・インスツルメンツなどの米国の優良企
業の事例をあげながら，人的資源を最大限に活用
するための HRMのあり方を提示している．
Haynesと Fryer（2005）はニュージーランドの 5
つ星ホテルの人事政策と成果を具体的に述べ，適
切な人的資源管理を行うことが企業の戦略および
その実行に対していかに有効であるかを示してい
る．

2. 3　コミットメントモデル
　コミットメントは社会生活に関わるほとんどす
べてのことを網羅するきわめて多様で幅の広い概
念で，「人がある対象（組織，集団，個人，行
為，目標など）に関わることやそれを行うこと，
およびそうすることを約束すること」と説明され
る．対象が組織や個人であれば，報酬などの目的
のためにそれらと関係をもつこと，あるいは，そ
れらに対して愛着や忠誠心，義務感といった特別
の感情をもっていることや，そうした感情を背景
にそれらに関わり合いをもつことをさす．対象が
目標や行為であれば，それを実行すること，実行
を約束すること，さらには実行の結果として期待
される成果を出すことも含まれる．多様なコミッ
トメント概念の中で，HRMのコミットメントモ
デルの基盤となっているのは組織との一体感を表
す「情緒的コミットメント（Porter, et. al., 1974, 
Mowday, et. al., 1982）」である．組織と個人の賃
金と労働の交換関係を表す「功利的コミットメン
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ト」や，非自発的な参加の継続を表す「存続的コ
ミットメント」は含まれていない．賃金などの外
的報酬に依存せず，従業員の組織に対する一体
感，忠誠心，満足を高めることで自発的貢献意欲
や残留欲求を引き出そうとしている点で，コミッ
トメントモデルは内発的動機づけと近い．
　HRMの領域にコミットメントが入り込んだ理
由には，日本企業の台頭の他，コミットメントの
分析ツールである OCQ（organizational commit-

ment questionnaire：Porter, et.al., 1974）の開発が
関係している．
　欧米の研究者や企業家が注目した日本企業の特
徴は，欧米企業に比べて賃金水準が決して高いと
はいえないにもかかわらず，従業員のモラール，
自発的貢献意欲，離職率の点で欧米企業の従業員
よりも優れていることであった．彼等の多くは，
その理由を年功序列と終身雇用を軸に従業員の組
織忠誠心と帰属意識を高め，それによって従業員
の自発的貢献意欲と組織への残留欲求を引き出す
日本企業の人材マネジメントにあると考えた．日
本企業のこのやり方は，従業員をコストの一つの
位置づけ，その最小化を目的とする従来の“per-

sonnel management”3）やそれに根ざした欧米（お
もに米国）企業の人事管理システムと根本的に異
なっており，きわめて「異質」だった．しかし，
徐々にそれこそが日本企業の強さの源泉であるこ
とも認めるようになると，帰属意識や忠誠心を
HRM施策として利用しようとする動きが出てき
た．そこで注目されたのがコミットメントであ
る．
　もともとコミットメントは社会学や政治学で実
績のある領域で，人間の心理や感情より行動を
ベースに考えられてきた（Becker, 1960, Salancik, 

1977）．今日一般化している情緒的コミットメン
トの定義も独自に作られたものではなく，基本的
には同一化（identification）概念の踏襲である．
このことは，Simonの「個々のメンバーがグルー
プによって受け入れられている価値を自らのもの
とし，それによってグループが各自の「自己」の

延長上に位置づけられること（Simon, et. al., 1950, 
p. 95）」という同一化の定義を見ても明らかであ
る．コミットメントが同一化とは異なる概念と位
置づけられ，かつ HRMの手段として幅広く利用
されるようになるのは，OCQの開発以後である．
OCQは抽象概念であったコミットメントをはじ
めて数量的に測定することを可能にしたツールで
あり，情緒的コミットメントの測定尺度として今
でも広く利用されている．コミットメントの中で
も情緒的側面が注目された理由として，ジョブ・
エンリッチメントやジョブ・エンラージメントを
はじめとする内発的動機づけに依拠した HRM施
策の限界が明らかになるにつれ，その基本的なコ
ンセプトを活かしつつも動機づけとは異なる視点
からのアプローチが可能だったことがあげられる
だろう．
　OCQの開発により，組織への高い忠誠心と帰
属意識を醸成する日本的な人的資源管理のあり方
は「ハイ・コミットメントモデル」として精緻化
が試みられた．その一方，功利的コミットメント
と規範的コミットメントは事実上 HRMから除外
されることになった．
　日本における研究もほぼ欧米の研究スタイルを
踏襲しているが，より日本的なコミットメントの
あり方を解明しようとしている点に特徴がある．
代表的な研究に，関本・花田（1987）の研究と田
尾（1997）がある．関本と花田は上述の 3側面に
加えて滅私奉公や運命共同体に代表される日本的
帰属意識を 4つの質問票で測定した．その結果，
「滅私奉公（この会社を発展させるためなら自分
の私生活が犠牲になっても仕方がない）」，「運命
共同体（この会社と自分とは運命共同体である）」
が残業・休日出勤・転勤の積極的受け入れや自発
的貢献とともに一つの因子を構成していることを
明らかにした．つまり日本的帰属意識は自己犠牲
という意味合いだけでなく，それに裏づけられた
従業員の自発的な貢献が関わっていることを示し
た．田尾は関本と花田の研究成果をふまえて「離
職に対する罪悪感」や「世間体」を加えて調査を

04_西脇先生.indd   49 2008/03/04   19:32:15



産業経営研究　第 30 号（2008）

― 50 ―

行った．そして，これらが日本人従業員の組織コ
ミットメントを構成していることを明らかにし
た．これらの研究は，勤務態度や組織とのかかわ
り方には組織と個人の要因だけでなく，その背景
にある文化的あるいは社会的要因が密接に関係し
ていることを示したと言えよう．

2. 4　コミットメントモデルの課題
　コミットメントモデルの特徴は，人ではなく人
の心理をマネジメントの対象と考え，従業員の感
情や心理とパフォーマンスの関係解明を通じて従
業員の主体的行動を促進する人事施策をいかに実
現するかを重視していることだ．その反面，パ
フォーマンスの定義や扱い方はきわめてあいまい
である．
　後述するが，一口にパフォーマンスといっても
その内容は多様で，その中には，①個人レベルの
パフォーマンス，②パフォーマンスの前提要因
（満足，態度）③組織レベルのパフォーマンス，
が含まれる．コミットメントモデルに該当する先
行研究の多くは，SHRM研究のようにこれらの
うちどれを対象としているのかを必ずしも明確に
していない．組織全体のパフォーマンス向上との
関連性もあいまいで，組織全体の成果向上（パ
フォーマンス向上）を最終的なゴールとして視野
にいれていても，その実現を必ずしも意図してい
るわけではない．具体的な人事施策を提言してい
る研究もあるが，その多くは従業員の満足度向上
や職場内人間関係を良好に保つための諸施策な
ど，対費用効果が不明瞭で，短期的成果はあまり
期待できないものが中心となっている．そのた
め，コミットメントモデルは理論と実証の両方か
らある程度のサポートは得られているものの，有
効な HRM政策として実務の現場に積極的に取り
入られるには至っていない．SHRMが，理論的
裏付けが弱いにもかかわらず人事政策として積極
的に取り入れられているのとは対照的である．
　コミットメントモデルが HRM領域で何らかの
役割を果たしていくためには，何よりも HRM政

策としての価値があることを示す必要がある．そ
のためには，あいまいにしてきたコミットメント
とパフォーマンスとの関係性を明確化し，コミッ
トメントの導入が HRMにおいて，具体的にどの
ような貢献をなしうるかを示さなければならない
だろう．特に，これまで HRMではほとんど取り
上げられてこなかった功利的コミットメントや，
規範的コミットメントの役割を含めて検討する必
要があるだろう．
　以上の議論をふまえて，次に HRMにおけるコ
ミットメントの役割と意義を考える．議論のため
に次の 2つの課題を設定する．
（1） コミットメントは有効な HRM施策となりう

るのか，なるとすればどのようなマネジメン
トが望ましいのか．

（2） 有効な HRM施策とならない場合，コミット
メントは HRMの領域でどのような役割を果
たすべきか．

3．HRM におけるコミットメントの役割と意義

3. 1　�HRM 施策としてのコミットメントの有効
性：課題 1 の検討

（1）コミットメントのコントロール可能性
　コミットメントの特徴は，個人の欲求，感情，
心理の他，個人をとりまく様々な環境が複雑に影
響しあって生じるため，常にコミットする当事者
が意識しているとは限らないことである．当事者
が意識的にコミットすることもあれば，無意識の
うちにそうなっていることもある．また，いった
んある対象にコミットしてしまうと，たとえその
ことを認識していても自分の意志で変えられると
も限らない．この点をふまえて，代表的なコミッ
トメント概念である「功利的コミットメント」
「情緒的コミットメント」「規範的（存続的）コ
ミットメント」のマネジメントの可能性について
検討する．
　功利的コミットメントは，「報酬獲得を目的と
した行為や関係の継続（Rusbult & Farrell, 1983）」
と説明される意識的かつ計算的なコミットメント
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である．コミットメントを継続するか否かはコス
ト・ベネフィットの計算に基づいて意識的に決定
される．よって，コミットしている当事者は自ら
の意志でコミットメントを調整できる．個人のこ
うした心理にうまく働きかければ，功利的コミッ
トメントのマネジメントは可能だろう．
　情緒的コミットメントは，①「組織の価値や目
標の受容」と定義され，自発的貢献意欲と残留欲
求によって特徴づけられる（DeCotiis & Summers, 

1987, Porter et. al., 1974 など）：あるいは，②「組
織への愛着・忠誠心（Buchanan, 1974 など）」と
定義される．情緒的コミットメントの特徴は，価
値変化とそれに伴う内発的動機づけである．価値
変化は常に当事者に意識されるとは限らず，無意
識，無自覚のことも少なくない．このような無意
識的な価値変化に根ざすコミットメントの場合，
当事者が認識していないためコントロールはきわ
めて困難である．よって，情緒的コミットメント
のマネジメントは，それが意識されている場合は
ある程度可能だが，そうでなければ難しいと言え
る．
　規範的（存続的）コミットメントは，「義務感
や規範的観点からの行為や関係の継続（Marsh & 

Mannari, 1977, Wiener, 1982）」または「過去の行
為や言動，それに対する周囲の反応が原因で生じ
る縛り・拘束（Becker, 1960, Hrebiniak & Alutto, 

1972）」と説明される．この定義が示しているよ
うに，規範的コミットメントは個人的価値という
より社会的あるいは集団的価値に根ざしたもの
で，周囲の人達とうまくやりたい，よくみられた
いという社会的欲求や尊厳欲求の他，行為の一貫
性を求める人間の合理的側面や，全ての事柄とそ
の影響の全てを予測できないという認知上の限界
とも密接に関係している．そのため，規範的コ
ミットメントは一度生じると当事者が意図しない
形で強化されるなど，コントロールが難しくな
る 4）．逆の見方をすれば，もし個人の認知に影響
を与える要因をコントロールできれば，規範的コ
ミットメントはマネジメントできると言える．

　以上のように，コミットメントはその性質から
個人または組織による意識的な操作が可能なこと
がわかる．ただし，組織によるマネジメントの対
象であるためには，マネジメントの実効性と有効
性が確保されていること，すなわち
　① 賃金や仕事といった組織の諸要素を用いてコ
ントロールできる．

　② 成果（パフォーマンス）との因果関係が比較
的明確で，操作すれば期待される成果が得ら
れると予測できる．

の 2点を満たしていなければならない．これらに
ついて以下で検討する．
（2）コミットメントとパフォーマンスの関係
　表 1は先行研究で明らかにされたコミットメン
トとパフォーマンスの関係である 5）．これを見る
と，コミットメントとパフォーマンスの関係は研
究ごとに結果にばらつきがあり，一貫性がない．
しかし，パフォーマンスの内容とその測定方法，
対象とされたコミットメントのタイプの対応関係
を整理すると，コミットメントとパフォーマンス
の間に一定の関係が存在することがわかる．

表 1 ．コミットメントとパフォーマンスの関係

有意な関係
あり

有意な関係
なし

研究ごとに
結果相違

客観評価
（データ，
上司によ
る評価）

欠勤
自発的貢献意
欲

組織の生産性
個人の生産性
仕事の質・量
業績（パテン
ト・出版物）
他人とうまく
やる
成長
役割外行動

役割内行動
離職
市民行動

自己評価

残留欲求
努力（仕事に
投入した時
間）
参加
市民行動
欠勤
怠業
製品の質・量
（弱い関係）

100 点満点で
自己評価した
パフォーマン
ス
他者と比較し
てどれだけう
まくできたか

04_西脇先生.indd   51 2008/03/04   19:32:15



産業経営研究　第 30 号（2008）

― 52 ―

　先行研究において，パフォーマンスは，①行為
者に直接たずねる方法，②上司など第三者にたず
ねる方法，③数値データに依拠する方法，のいず
れかで測定されている．①は行為者の自己評価に
基づく主観的パフォーマンス，②③は客観的パ
フォーマンスにあたる．パフォーマンスは内容も
多様で，きわめて個人的で組織の最終成果からの
距離が遠いもの（努力，意欲）から，組織の最終
ゴールに近いもの（生産性，業績）まである．ま
た，二要因理論の衛生要因のように，組織の成果
低下との関係があるもの（怠業，欠勤）や，向上
と関係があるもの（市民行動，役割外行動）もあ
る．
　以上のパフォーマンスとコミットメントの対応
関係から次のことがわかる．第一に，主観的なパ
フォーマンスの方が客観的パフォーマンスよりも
コミットメントと有意な関係にあることだ．第二
に，組織の最終ゴールから遠いパフォーマンスの
方がコミットメントと有意な関係にあるが，近く
なるとそうではなくなる．第三に，組織全体の成
果に対してマイナス影響を与えるパフォーマンス
（欠勤，怠業）は主観的測定でも客観的測定でも
有意な関係が見出されているが，プラスの影響を
与えるものは有意性が確認されにくい．つまり，
コミットメントはパフォーマンスがより個人的で
組織全体のアウトプットから遠くなるほど関係が
強まるが，組織の最終成果に近くなるほど関係が
希薄になる傾向がある．
　HRM施策の役割をどこまで認めるか議論の余
地があるが，もし組織全体のパフォーマンスを向
上させるために行うものとするならば，コミット
メントは HRM施策としての効果がそれほど高く
ないと結論づけられる．つまり，検討課題（1）
は否定されることになる．

3. 2　�HRM におけるコミットメントの役割：課
題 2 の検討

　検討課題（1）が否定されたので，次に課題
（2）を検討する．具体的には，HRMにコミット

メントは必要ない概念か，必要だとすればどのよ
うな形での貢献が考えられるか，である．この点
をコミットメントの性質とパフォーマンスの関係
から論じる．
　表 1に示したように，主観的評価と客観的評価
の両方でコミットメントと有意な関係性が確認さ
れているパフォーマンスは，「欠勤」「自発的貢献
意欲」である．「市民行動」は主観的測定方法だ
と有意性が確認され，客観的測定方法だと研究ご
とに結果が割れている．市民行動（citizenship be-

havior）は仲間への格別の配慮やルールの順守と
いった組織やその仲間への配慮を示す行動で，決
められた業務の遂行などの役割内行動の他，組織
活動へのボランティア参加，問題がおきたら自発
的に提案する，などの役割外行動が含まれる（Or-

gan, 1995, 1997）．市民行動は直接組織のパフォー
マンスを向上させるものではないが，間接的なパ
フォーマンス向上要因と考えられている．コミッ
トメントと市民行動の関係は表 1に示したように
未だはっきりとはしないが，一部の研究では他の
タイプとの組み合わせも考慮してコミットメント
とパフォーマンスの関係を分析している．その結
果，コミットメントは単独ではなく情緒・功利・
規範の 3タイプが組み合わさることで，パフォー
マンスとの関係性が一層複雑化することを明らか
にしている．
　Sinclair, et. al. （2005）は，情緒コミットメント
と継続的コミットメントの組み合わせパターンに
よって被験者を 4グループに分類し，各グループ
のコミットメントとパフォーマンスの関係を分析
した．その結果，4タイプの被験者のうち，低い
情緒コミットメントと中程度の継続的コミットメ
ントの組み合わせのグループが役割内行動と役割
外行動のどちらのも関係が弱いことを明らかにし
た．Beckerと Kernan（2003）は，社会人の大学
生と大学院生を対象に市民行動と組織または監督
者への情緒的コミットメントの関係を調査し，組
織の目標達成に寄与する市民行動は直属の上司へ
のコミットメントとは有意な関係があるが，組織
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に対するコミットメントとはそのような関係にな
いことを明らかにした．
　これらの研究結果が示していように，コミット
メントは組織全体のパフォーマンスとの関係性は
薄いものの，欠勤のように組織のパフォーマンス
阻害要因となる行動を抑制し，パフォーマンス向
上をもたらす自発的貢献意欲を高める効果をも
つ．さらに，組織の協働体系維持に必須の参加や
努力，メンバーの手助け，組織の価値やルールの
受容，それらの順守などとも関係している．この
ことは，コミットメントが間接的に組織と個人の
パフォーマンス向上に無視できない影響を与えて
いることを示している．もしメンバーが組織やそ
こでの仕事に全くコミットしなかったり，諸要因
からの圧力で仕方なくしかコミットできなくなれ
ば，分業と協働によって共通目的を達成するとい
う組織の根幹が崩れる恐れがある．従って，コ
ミットメントは動機付けやリーダーシップのよう
な直接的な HRMの手段にはなりにくいが，
HRMの諸施策が組織メンバーに受け入れられ，
有効に機能する土壌が整っているかを判断する指
標となるだろう．
　組織の成果は HRM施策だけで決まるものでは
ないが，もし調査などを通じて多くの従業員が好
ましい形で組織や仕事にコミットしていることが
確認できれば，少なくともその組織は従業員に
とって「よい（愛着をもてる，貢献に見合う報酬
を得られる，積極的に貢献したいと思える，な
ど）」職場であり，たとえ今は顕著な成果が出て
いなくても，いずれはそうなる可能性を秘めてい
ると考えてもよいのではないだろうか．

4．まとめ

　本研究は人的資源管理研究におけるコミットメ
ント研究の位置づけについて，SHRMとの比較
や先行研究の諸結果をもとに検討した．そしてコ
ミットメントは HRMにおいて従業員の行動や態
度を説明する重要変数として補完的役割を果たせ
る可能性を示した．最後に今後の課題を 2つあげ

る．
（1） これまでの研究は，コミットメントを動機付

けのように直接的にパフォーマンスに影響を
与えるものと仮定して因果分析を中心とする
研究を行ってきた．しかし，行動の前提に影
響を与えるコミットメントの性質を考慮する
と，この仮定自体の再検討が必要ではないだ
ろうか．

（2） コミットメントを HRMの領域で活用する場
合，補助的に利用するか，他の概念や施策と
組み合わせるのが望ましい．ただし，具体的
にどの施策とどのような形で組み合わせるべ
きかについては今後さらなる研究が必要だろ
う．

（日本大学経済学部准教授）

注
 1）ここで記述した SHRMの位置づけについては，

HRMを網羅的にレビューした Kane（1996）を参

照した．

 2）具体的には，1996 年の企業の総売上から製造コス

ト（人件費を含む）を引いた利益である．

 3）Guest（1987）は HRMにはない personnel manage-

mentの特徴としてコスト最小化をあげている．本

論のこの記述はこれに依拠している．

 4）行為の一貫性とコミットメントの関係，およびコ

ミットメントの強化については，Staw（1976， 

1981），Staw and Ross（1987）を参照．

 5）電子ジャーナル（EBSCO）で検索可能なコミット

メントとパフォーマンスの因果関係を調査した論

文のうち，コミットメントを先行研究にしたがっ

て適切に定義・測定し，かつパフォーマンスの内

容と測定方法を明示していた 24 論文の結果一覧で

ある．検索範囲：1970.1 ～ 2006.12．
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